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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

回次 第99期中 第100期中 第101期中 第99期 第100期 

会計期間 

自平成13年 
４月１日 
至平成13年 
９月30日 

自平成14年 
４月１日 
至平成14年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成13年 
４月１日 
至平成14年 
３月31日 

自平成14年 
４月１日 
至平成15年 
３月31日 

売上高（百万円） 8,141 7,650 8,194 15,577 16,318

経常損益（百万円） 157 △257 263 △168 △83

中間（当期）純損益（百万円） △500 △692 72 △427 △901

純資産額（百万円） 20,025 19,379 19,385 19,924 18,880

総資産額（百万円） 30,528 27,487 24,039 29,157 26,130

１株当たり純資産額（円） 225.15 217.85 223.02 224.03 216.12

１株当たり中間(当期)純損益（円） △5.62 △7.78 0.83 △4.81 △10.17

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 65.6 70.5 80.6 68.3 72.2

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△3,115 2,389 1,333 △3,882 3,938

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△448 222 365 △860 117

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

3,119 △1,808 △1,497 4,213 △3,499

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（百万円） 

1,296 2,014 1,968 1,211 1,767

従業員数（人） 747 732 678 743 712
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(2）提出会社の経営指標等 

回次 第99期中 第100期中 第101期中 第99期 第100期 

会計期間 

自平成13年 
４月１日 
至平成13年 
９月30日 

自平成14年 
４月１日 
至平成14年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成13年 
４月１日 
至平成14年 
３月31日 

自平成14年 
４月１日 
至平成15年 
３月31日 

売上高（百万円） 7,537 6,830 7,350 14,051 14,194

経常損益（百万円） 211 △283 164 199 △166

中間（当期）純損益（百万円） △432 △693 15 △218 △972

資本金（百万円） 10,599 10,599 10,599 10,599 10,599

発行済株式総数（千株） 89,019 89,019 89,019 89,019 89,019

純資産額（百万円） 19,916 19,398 19,272 19,945 18,827

総資産額（百万円） 29,564 26,481 23,275 27,880 25,041

１株当たり純資産額（円） 223.74 217.96 － 224.08 215.51

１株当たり中間(当期)純損益（円） △4.86 △7.80 － △2.45 △10.97

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり中間(年間)配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） 67.4 73.3 82.8 71.5 75.2

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（人） 

367
（55）

433
（－）

430
（－）

335 
（46）

419
（－）

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税および地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．連結経営指標等及び提出会社の経営指標等における「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」

については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第99期中及び第99期の提出会社の経営指標等における「従業員数」については、平均臨時雇用者数が従

業員数の100分の10以上となったため、（ ）外数で記載しております。 

４．提出会社の経営指標等については、第99期及び第100期中から自己株式を資本に対する控除項目として

おり、また、「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純損益」の各数値(配当額は除く。)

の計算については発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。 

５．提出会社の経営指標等における「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純損益」及び「潜

在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため、第

101期中より記載を省略しております。 
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２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間について、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 平成15年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

工作機械事業 566 

測定器その他の事業 97 

全社（共通） 15 

合計 678 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、平均臨時雇用者数については従業員の100分の10未満のため記載を省略し

ております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。 

 

(2）提出会社の状況 

 平成15年９月30日現在

従業員数（人） 430 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数については従業員の100分の10未満のため記載を省略しており

ます。 

また、当社より他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含んでおります。 

 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業の設備投資の持ち直しと輸出環境の改善を足掛かりに、緩

やかな景気回復傾向が見られました。 

 工作機械業界におきましても、自動車業界の堅調な受注と一般機械分野からの受注が回復し、全般では受注

実績は前年同期に比べて増加しました。 

 このような状況の下で、当社グループは長年培った精密加工のノウハウをもとに、更に高度化するＩＴおよ

び自動車関連のニーズを先取りした新製品ＣＮＣ精密自動旋盤ＢＷ１２／２０、ＣＮＣ高精密旋盤Ｃ３００、

ＣＮＣ精密転造盤Ｒ７ＮＣを市場に投入して参りました。 

 売上高につきましては、新規ユーザーの開拓を積極的に行いました結果、前年同期比７.１％増の８,１９４

百万円となりました。国内は前年同期比３２.４％増の５,８３８百万円と順調に伸びましたが、輸出につきま

しては、アジア地区が一時的に減少しました結果、輸出額は前年同期比２７.３％減の２,３５６百万円となり

ました。また、輸出比率は、前年同期比１３.７ポイント減の２８.７％となりました。 

 損益面につきましては、売上高の増加に伴い、経常利益は２６３百万円（前年同期経常損失２５７百万円）

となりました。中間純利益につきましては、たな卸資産評価損を特別損失に計上しましたため７２百万円（前

年同期中間純損失６９２百万円）となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

 ①工作機械事業におきましては、主力の自動旋盤は、アジア地区の減少を国内自動車関連向けで補い、ほぼ

前年同期並の売上を維持しました。また研削盤につきましては、自動車関連向けが増加しました。その結

果、工作機械事業全体の売上高は、前年同期比１.６％増の６,７８０百万円となり、営業利益は４８０百

万円（前年同期営業損失１４８百万円）となりました。 

 

 ②測定器その他の事業の売上高は、受託生産品の売上増加により、前年同期比４４.２％増の１,４１３百万

円となり、営業利益は８９百万円（前年同期比９３.４％増）となりました。 

 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下資金という）は、売上債権およびたな卸資産の減少

等により増加し、仕入債務の減少および借入金の返済等により減少しました。その結果、当中間連結会計期間

末残高は１,９６８百万円（前連結会計年度末比２０１百万円の増加）となりました。 

 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、１,３３３百万円の増加となりました。これは、主に売上債権の減少１,４２０百万

円と、たな卸資産の減少８３４百万円により増加し、仕入債務の減少１,１４８百万円により減少したもので

あります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、３６５百万円の増加となりました。これは、主に投資有価証券の売却による収入に

よるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、１,４９７百万円の減少となりました。これは主に短期借入金の減少によるもので

あります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

工作機械事業 6,400 103.3 

測定器その他の事業 1,389 168.1 

合計 7,790 110.9 

 （注）１．記載金額は標準仕切価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2）受注状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の工作機械事業については、見込み生産を行っておりますが、測定器

その他の事業の一部については、受注生産を行っております。 

 上記受注生産の受注状況は、下記のとおりです。 

区分 
受注高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

測定器その他の事業の内受注生
産 

1,064 427.3 120 － 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間末においては、受注残高がありませんでしたので、受注残高の前年同期比は記載し

ておりません。 

 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

工作機械事業 6,780 101.6 

測定器その他の事業 1,413 144.2 

合計 8,194 107.1 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更

はありません。 

 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 
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５【研究開発活動】 

  当社グループは商品開発、技術開発において、長年培った精密加工の技術を基に、顧客のニーズに迅速に対応し、

高速、高精度、高剛性機をスピーディーに開発する為、活発な商品開発活動を行っております。 

  当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、１９２百万円であります。 

  (1) 工作機械事業 

    当社が中心となって、環境・安全・省エネ対応の自動車関連部品（ＡＢＳの小型軽量化、次世代ブレーキ、

環境対応エンジン）の加工や、今後ますます高精度化する情報・通信関連分野、特にハードディスク駆動装

置（ＨＤＤ）などパソコン関連部品、携帯電話・デジタルカメラなど小型情報端末部品、医療関連部品等の

超精密加工部品に対応できる、小型・高速高精度加工機の開発に力を注いでおります。 

    当中間連結会計期間の主な成果としては、ＣＮＣ精密自動旋盤ＢＭ07、ＣＮＣ精密自動旋盤ＢＡ20、ＣＮＣ

精密自動旋盤ＢＮ20、ＣＮＣ高精密自動旋盤Ｃ150、ＣＮＣ精密ターニングセンタＴＭＵ1、ＣＮＣ精密転造

盤Ｒ7ＮＣの開発であります。 

    なお、上記開発機種につきましては、発売直後より、その精度、生産性の高さ及びコストパフォーマンスに

おいて好評を博し、当中間連結会計期間の売上に大いに寄与致しました。 

    当事業に係る研究開発費は、１９２百万円であります。 

  (2) 測定器その他の事業 

    当中間連結会計期間における研究開発費の支出はありませんでした。 

 

第３【設備の状況】 
 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

 

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成15年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成15年12月16日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 89,019,379 同左 
東京証券取引所 
大阪証券取引所 
各市場第一部 

－ 

計 89,019,379 同左 － － 

 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成15年4月1日～ 
平成15年9月30日 

－ 89,019,379 － 10,599 － 4,138 
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(4）【大株主の状況】 

  平成15年９月30日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２－11－３ 6,468 7.26 

株式会社森精機製作所 奈良県大和郡山市北郡山町106 3,308 3.71 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 2,416 2.71 

第一生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町１－13－１ 
（東京都中央区晴海１－８－12） 

1,803 2.02 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１－２－２ 1,532 1.72 

ツガミ取引先持株会 東京都港区浜松町１－26－１ 1,522 1.70 

株式会社北越銀行 新潟県長岡市大手通２－２－14 1,484 1.66 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－11 1,382 1.55 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－３ 1,337 1.50 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 943 1.05 

計  22,195 24.93 

 （注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、退職給付信託東京精密口に係る株式

数は、4,592 千株であり、その他の信託業務に係る株式数は、1,876 千株であります。 

２．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式はすべて、信託業務に係るものであります。 

３．上記ＵＦＪ信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、837 千株であります。 

４．自己株式2,099 千株(2.35%）については、議決権がないため大株主上位10位から除いております。 

 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 平成15年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,099,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式86,256,000 86,256 － 

単元未満株式 普通株式  664,379 － － 

発行済株式総数 89,019,379 － － 

総株主の議決権 － 86,256 － 

 （注） 上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、189 千株

（議決権の数189 個）含まれております。 
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②【自己株式等】 

    平成15年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ツガミ 
東京都港区浜松町
１－26－１ 

2,099,000 － 2,099,000 2.35

計 － 2,099,000 － 2,099,000 2.35

 （注） 上記のほか株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が１千株（議決権の数１

個）あります。 

なお、当該株式は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の普通株式に含めております。 

 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 平成15年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 143 141 202 229 223 245 

最低（円） 114 122 134 168 175 191 

 （注） 株価の最高・最低は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 
長岡工場技術本部長
兼研削盤グループ 
グループリーダー 

常務取締役
海外担当兼長岡工場
技術本部長 

菊池克治 平成15年8月18日 

常務取締役 
管理本部長兼企画部
長 

常務取締役
統轄本部長兼総務部
長 

大宮郁士 平成15年8月18日 

取締役 － 取締役 
信州工場長兼信州工
場技術本部長兼信州
工場生産本部長 

相沢静雄 平成15年10月1日 
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第５【経理の状況】 
 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵

省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表

規則に基づき、当中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第

38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月

30日まで）及び当中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに

前中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成15年４月１日から平

成15年９月30日まで）の中間財務諸表について、朝日監査法人により中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   2,054 2,008  1,807

２．受取手形及び売掛金   8,672 6,902  8,322

３．たな卸資産   7,983 7,110  7,960

４．その他   231 86  67

貸倒引当金   △37 △50  △38

流動資産合計   18,905 68.8 16,057 66.8  18,119 69.3

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物及び構築物 ※1,2 2,804 2,704 2,791 

(2）機械装置及び運搬具 ※1 1,933 1,724 1,819 

(3）土地 ※2 1,448 1,419 1,419 

(4）その他 ※1 285 6,471 23.5 222 6,070 25.2 244 6,275 24.0

２．無形固定資産   27 0.1 22 0.1  24 0.1

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  2,034 1,774 1,592 

(2）その他  113 188 189 

貸倒引当金  △66 2,081 7.6 △74 1,887 7.9 △71 1,710 6.6

固定資産合計   8,579 31.2 7,981 33.2  8,010 30.7

Ⅲ 繰延資産   2 0.0 － －  － －

資産合計   27,487 100.0 24,039 100.0  26,130 100.0
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前中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金   3,371 3,070  4,218

２．短期借入金 ※2  2,938 30  1,434

３．未払法人税等   14 9  34

４．未払消費税等   61 82  113

５．賞与引当金   255 191  214

６．その他   270 419  354

流動負債合計   6,911 25.1 3,803 15.9  6,368 24.4

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金   438 434  426

２．その他 ※2  579 243  271

固定負債合計   1,017 3.7 677 2.8  698 2.7

負債合計   7,929 28.8 4,481 18.7  7,067 27.1

    

（少数株主持分）    

少数株主持分   178 0.7 172 0.7  182 0.7

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   10,599 38.6 10,599 44.1  10,599 40.6

Ⅱ 資本剰余金   9,138 33.2 9,126 37.9  9,126 34.9

Ⅲ 利益剰余金   138 0.5 1 0.0  △70 △0.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金   △477 △1.7 △49 △0.2  △576 △2.2

Ⅴ 自己株式   △18 △0.1 △292 △1.2  △199 △0.8

資本合計   19,379 70.5 19,385 80.6  18,880 72.2

負債、少数株主持分及び資本
合計 

  27,487 100.0 24,039 100.0  26,130 100.0
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②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   7,650 100.0 8,194 100.0  16,318 100.0

Ⅱ 売上原価   6,768 88.5 6,730 82.1  14,034 86.0

売上総利益   882 11.5 1,463 17.9  2,283 14.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．給料諸手当  294 277 593 

２．賞与引当金繰入額  53 47 60 

３．退職給付費用  28 50 49 

４．技術研究費  165 167 295 

５．保険料  71 63 139 

６．その他  666 1,280 16.7 652 1,258 15.4 1,352 2,491 15.3

営業利益又は営業損失(△)   △398 △5.2 204 2.5  △207 △1.3

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  4 10 16 

２．受取配当金  10 10 15 

３．賃貸料  16 16 35 

４．受取保険金  67 12 71 

５．連結調整勘定償却額  26 26 52 

６．その他  65 190 2.4 12 88 1.1 57 249 1.5

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  24 5 41 

２．賃貸資産費用  6 3 55 

３．休止費用 ※１ 10 － 14 

４．手形売却損  － 8 － 

５．その他  7 49 0.6 11 29 0.4 14 125 0.7

経常利益又は経常損失(△)   △257 △3.4 263 3.2  △83 △0.5

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  － 104 4 

２．前期損益修正益 ※２ － － － － 104 1.3 41 46 0.2

Ⅶ 特別損失    

１．投資有価証券評価損  422 － 757 

２．たな卸資産評価損  － 205 － 

３．製品補償費  － 64 － 

４．固定資産除却損 ※３ － 8 9 

５．その他  － 422 5.5 9 288 3.5 53 819 5.0

税金等調整前中間純利益又
は税金等調整前中間(当期)
純損失(△) 

  △679 △8.9 79 1.0  △856 △5.3

法人税、住民税及び事業税  14 9 33 

法人税等調整額  △0 14 0.1 △0 8 0.1 1 35 0.2

少数株主利益(△)又は少数
株主損失 

  2 0.0 0 0.0  △9 △0.0

中間純利益又は中間(当期)
純損失(△) 

  △692 △9.0 72 0.9  △901 △5.5
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③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  － 9,126  －

１．資本準備金期首残高  9,138 －  9,138

Ⅱ 資本剰余金増加高   

１．自己株式処分差損  － － － － 11 11

Ⅲ 資本剰余金中間期末
(期末)残高 

 9,138 9,126  9,126

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  － △70  －

１．連結剰余金期首残高  830 －  830

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．中間純利益  － － 72 72 － －

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．中間(当期)純損失  692 692 － － 901 901

Ⅳ 利益剰余金中間期末
(期末)残高 

 138 1  △70
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間純
利益又は税金等調整
前中間(当期)純損失
(△) 

 △679 79 △856 

減価償却費  334 298 688 

投資有価証券評価損  422 － 757 

貸倒引当金の増減額  △1 15 4 

退職給付引当金の増
減額 

 △9 7 △20 

受取利息及び受取配
当金 

 △14 △20 △32 

支払利息  24 5 41 

投資有価証券売却益  － △104 △4 

売上債権の増減額  1,010 1,420 1,359 

たな卸資産の増減額  617 834 617 

仕入債務の増減額  825 △1,148 1,671 

その他の増減額  △115 △41 △263 

小計  2,414 1,346 3,961 

利息及び配当金の受
取額 

 14 20 32 

利息の支払額  △24 △5 △41 

法人税等の支払額  △15 △28 △14 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 2,389 1,333 3,938 
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前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の払戻によ
る収入 

 440 － 440 

有形固定資産の取得
による支出 

 △227 △94 △380 

投資有価証券の取得
による支出 

 △2 △2 △4 

投資有価証券の売却
による収入 

 － 453 16 

連結子会社株式追加
取得による支出 

 △1 △9 △14 

長期貸付けによる支
出 

 － － △10 

長期貸付金の回収に
よる収入 

 1 2 5 

その他の増減額  12 15 64 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 222 365 117 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金純増減額  △1,807 △1,404 △3,310 

自己株式の取得によ
る支出 

 － △93 △197 

自己株式の売却によ
る収入 

 － － 9 

その他の増減額  △1 － － 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,808 △1,497 △3,499 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額 

 803 201 556 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 1,211 1,767 1,211 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

 2,014 1,968 1,767 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 10社 (1）連結子会社の数 10社 (1）連結子会社の数 10社 

津上工販㈱ 

㈱ツガミマシナリー 

（旧㈱ツガミサービスセン

ター） 

㈱シマモト精工 

㈱ツガミツール 

㈱ツガミプレシジョン 

㈱ツガミハイテック 

㈱ツガミメカテック 

㈲浅間エフワン 

㈲ツガミエンジニア 

ツガミテクノ㈱ 

津上工販㈱ 

㈱ツガミマシナリー 

㈱シマモト精工 

㈱ツガミツール 

㈱ツガミプレシジョン 

㈱ツガミハイテック 

㈱ツガミメカテック 

㈲浅間エフワン 

㈲ツガミエンジニア 

ツガミテクノ㈱ 

同左 

(2）非連結子会社の名称等 (2）非連結子会社の名称等 (2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈱ツガミ総合サービス 

（旧㈱ツガミエンジニアリン

グサービス） 

ツガミ（タイ） 

非連結子会社 

㈱ツガミ総合サービス 

ツガミ（タイ） 

非連結子会社 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであ

ります。 

（連結の範囲から除いた理由）

同左 

（連結の範囲から除いた理由）

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためでありま

す。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会

社 ０社 

(1）持分法を適用した非連結子会

社 ０社 

(1）持分法を適用した非連結子会

社 ０社 

(2）持分法を適用しない非連結子

会社（㈱ツガミ総合サービス

（旧㈱ツガミエンジニアリング

サービス）、ツガミ（タイ））

及び関連会社（㈱ファスナー工

販）は、それぞれ中間連結純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法

の適用から除外しております。 

(2）持分法を適用しない非連結子

会社（㈱ツガミ総合サービス、

ツガミ（タイ））及び関連会社

（㈱ファスナー工販）は、それ

ぞれ中間連結純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用から除

外しております。 

(2）持分法を適用しない非連結子

会社（㈱ツガミ総合サービス、

ツガミ（タイ））及び関連会社

（㈱ファスナー工販）は、それ

ぞれ連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用から除外し

ております。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

(3）前連結会計年度まで持分法適

用会社であったＷＭＴコーポ

レーションは、当中間連結会計

期間において清算が結了したた

め、持分法適用会社から除外し

ております。 

────── (3）前連結会計年度まで持分法適

用会社であったＷＭＴコーポ

レーションは、当連結会計年度

において清算が結了したため、

持分法適用会社から除外してお

ります。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の決算日等に関する

事項 

 すべての連結子会社の中間期の

末日は、中間連結決算日と一致し

ております。 

同左  すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致して

おります。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

① 有価証券 

その他有価証券 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

決算日の市場価格に基

づく時価法（評価差額

は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は

移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

 同左 

② たな卸資産 

 主として移動平均法による

原価法 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）については、定額

法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 15年～38年 

機械装置及び運搬具 10年 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 
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前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備

えるため、支給見込額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（2,180百万円）について

は、15年による按分額を費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 なお、会計基準変更時差異

（2,180百万円）について

は、15年による按分額を費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 ────── ────── 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約について振当処理

の要件を満たしているため、

振当処理を行っております。 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨建金銭債権

債務 

  

③ ヘッジ方針 

 社内管理規定に基づき為替

変動リスクを回避する目的で

行っております。 

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の締結時に、リス

ク管理方針に従って、米貨建

による同一金額で同一期日の

為替予約をそれぞれ振当てて

いるため、その後の為替相場

の変動による相関関係は完全

に確保されているので中間決

算日における有効性の評価を

省略しております。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は主として税抜方式に

よっております。 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  ② 自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準 

 「自己株式及び法定準備金

取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）が平

成14年４月１日以後に適用さ

れることになったことに伴

い、当連結会計年度から同会

計基準によっております。こ

れによる当連結会計年度の損

益に与える影響は軽微であり

ます。 

 なお、連結財務諸表規則の

改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の資

本の部及び連結剰余金計算書

については、改正後の連結財

務諸表規則により作成してお

ります。 

  ③ １株当たり情報 

 「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基

準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準

適用指針第４号）が平成14年

４月１日以後開始する連結会

計年度に係る連結財務諸表か

ら適用されることになったこ

とに伴い、当連結会計年度か

ら同会計基準及び適用指針に

よっております。これによる

当連結会計年度の損益に与え

る影響は、ありません。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的投資からなっております。 

同左 同左 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

────── 

 

（連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業外費用「その他」に

含めて表示しておりました「手形売却損」は、当中間連

結会計期間において営業外費用の総額の100分の10を超

えたため区分掲記することに変更しております。なお、

前中間連結会計期間の営業外費用「その他」に含まれる

「手形売却損」は2百万円であります。 

 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当中間連結会計期間から「自己

株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準」（企業会計基準第

１号）を適用しております。これ

による当中間連結会計期間の損益

に与える影響は軽微であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結貸借対照表の資

本の部及び中間連結剰余金計算書

については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

────── ────── 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 
 

 15,015百万円 
  

 
 15,369百万円

  

 
 15,125百万円

  
※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 
 

建物及び構築物 124百万円 

土地 167 
  

 
建物及び構築物 112百万円

土地 132 
  

 
建物及び構築物 117百万円

土地 132 
  

 上記物件について、短期借入

金30百万円及び固定負債「その

他」35百万円の担保に供してお

ります。 

 上記物件について、短期借入

金30百万円の担保に供しており

ます。 

 上記物件について、短期借入

金30百万円の担保に供しており

ます。 

 ３．受取手形裏書譲渡高  ３．受取手形裏書譲渡高  ３．受取手形裏書譲渡高 
 
 158百万円 
  

 
 91百万円
  

 
 129百万円
  

    受取手形割引高  
 
  
  

 
 2,067百万円
  

 
 
  

 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１．営業外費用の休止費用は、生

産調整に伴う休業人件費及び当

該期間中の減価償却費でありま

す。 

※１．  ────── ※１．営業外費用の休止費用は、生

産調整に伴う休業人件費及び当

該期間中の減価償却費でありま

す。 

※２．  ────── ※２．  ────── ※２．前期損益修正益の主なもの

は、ツガミテクノ㈱の固定資産

評価額の修正等によるもので

す。 

※３．  ────── ※３．固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

※３．固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 
 

  

  
  

 
機械装置 6百万円

工具 0 

その他 1 

 計 8 
 

 
機械装置 2百万円

工具 6 

その他 0 

 計 9 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在）
 
現金及び預金勘定 2,054百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△40 

現金及び現金同等
物 

2,014百万円

  

 
現金及び預金勘定 2,008百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△40 

現金及び現金同等
物 

1,968百万円

  

 
現金及び預金勘定 1,807百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△40 

現金及び現金同等
物 

1,767百万円
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

 167  100 66 

有形固定資
産・その他 

 190  134 55 

無形固定資
産 

 51  47 3 

合計  409  282 126 

  

 

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具

144 104 40

有形固定資
産・その他

128 72 56

無形固定資
産 

23 11 11

合計 296 188 108

  

 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及
び運搬具

 167  114 52

有形固定資
産・その他 

 201  147 54

無形固定資
産 

 51  49 1

合計  420  311 109

  
 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
 

１年以内 49百万円 

１年超 76 

計 126百万円 

  

 

１年以内 42百万円

１年超 66 

計 108百万円

  

 

１年以内 45百万円

１年超 63 

計 109百万円

  
 なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 35百万円 

減価償却費相当額 35 

  

 

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 24 

  

 

支払リース料 63百万円

減価償却費相当額 63 

  
④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成14年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,187 1,825 △362 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 11 10 △1 

その他 － － － 

(3）その他 282 168 △114 

計 2,482 2,004 △477 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について422百万円減損処理を行ってお

ります。 

なお、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行っております。 

 

２ 時価のない主な有価証券の内容 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 24 

 

当中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,548 1,583 35 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 244 159 △85 

計 1,793 1,743 △49 

 

２．時価のない主な有価証券の内容 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 9 
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前連結会計年度末（平成15年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,873 1,420 △452 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 11 10 △1 

その他 － － － 

(3）その他 267 144 △122 

合計 2,152 1,576 △576 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について743百万円減損処理を行っておりま

す。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行っております。 

 

２ 時価のない主な有価証券の内容 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 9 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について14百万円減損処理を行っております。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成14年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象か

ら除いております。 

当中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度末（平成15年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日） 

 
工作機械事業
（百万円） 

測定器その他
の事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 6,670 980 7,650 － 7,650 

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － （－） － 

計 6,670 980 7,650 （－） 7,650 

営業費用 6,818 934 7,752 296 8,049 

営業利益又は営業損失（△） △148 46 △101 （296） △398 

 （注）１．事業区分は、製品の種類別区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

(1）工作機械事業：ＣＮＣ精密自動旋盤、ＣＮＣ精密円筒研削盤、マシニングセンタ、転造盤、ラップ盤 

(2）測定器その他の事業：精密測定器、ゲージブロック、ロールダイス、ねじインサート 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の主なものは、当社本社の総務部門等管理

部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間     298百万円 

 

当中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 

 
工作機械事業
（百万円） 

測定器その他
の事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 6,780 1,413 8,194 － 8,194 

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － （－） － 

計 6,780 1,413 8,194 （－） 8,194 

営業費用 6,300 1,323 7,624 365 7,989 

営業利益 480 89 570 （365） 204 

 （注）１．事業区分は、製品の種類別区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

(1）工作機械事業：ＣＮＣ精密自動旋盤、ＣＮＣ精密円筒研削盤、マシニングセンタ、転造盤、ラップ盤 

(2）測定器その他の事業：精密測定器、ゲージブロック、ロールダイス、ねじインサート 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の主なものは、当社本社の総務部門等管理

部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間     364百万円 
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前連結会計年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日） 

 
工作機械事業
（百万円） 

測定器その他
の事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 14,212 2,105 16,318 － 16,318 

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － （－） － 

計 14,212 2,105 16,318 （－） 16,318 

営業費用 13,906 1,978 15,884 641 16,525 

営業利益又は営業損失（△） 306 127 434 （641） △207 

 （注）１．事業区分は、製品の種類別区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

(1）工作機械事業：ＣＮＣ精密自動旋盤、ＣＮＣ精密円筒研削盤、マシニングセンタ、転造盤、ラップ盤 

(2）測定器その他の事業：精密測定器、ゲージブロック、ロールダイス、ねじインサート 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の主なものは、当社本社の総務部門等管理

部門に係る費用であります。 

当連結会計年度       649百万円 

 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在

する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日） 

 アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,770 348 122 － 3,241 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    7,650 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

36.2 4.6 1.6 － 42.4 

 

当中間連結会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 

 アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,582 444 329 － 2,356 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    8,194 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

19.3 5.4 4.0 － 28.7 

 

前連結会計年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

 アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,034 992 334 － 6,361 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    16,318 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

30.9 6.1 2.0 － 39.0 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……………台湾、タイ、香港、シンガポール 

(2）アメリカ…………アメリカ合衆国 

(3）ヨーロッパ………ドイツ、スイス、イタリア 

(4）その他の地域……ロシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 
１株当たり純資産額 217.85円 

１株当たり中間純損失 7.78円 
  

 
１株当たり純資産額 223.02円

１株当たり中間純利益 0.83円
  

 
１株当たり純資産額 216.12円

１株当たり中間純損失 10.17円
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失が計上されているため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

（追加情報） 

 当中間連結会計期間から「１株当

たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。な

お、これによる影響は軽微でありま

す。 

  当連結会計年度から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

（注） １株当たり中間純利益又は１株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日)

中間純利益又は中間(当期)純損失
(△)(百万円) 

△692 72 △901 

普通株主に帰属しない金額(百万
円) 

－ － － 

普通株式に係る中間純利益又は中
間(当期)純損失(△)(百万円) 

△692 72 △901 

期中平均株式数(千株) 88,963 87,272 88,596 

 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  1,218 1,600 1,199 

２．受取手形  3,191 2,064 2,906 

３．売掛金  5,641 4,673 5,164 

４．たな卸資産  7,442 6,670 7,482 

５．その他  620 515 538 

貸倒引当金  △12 △3 △11 

流動資産合計   18,102 68.4 15,522 66.7  17,279 69.0

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物  2,483 2,406 2,482 

(2）機械装置  1,818 1,600 1,686 

(3）その他  1,463 1,396 1,420 

有形固定資産合計   5,765 21.7 5,403 23.2  5,589 22.3

２．無形固定資産   17 0.1 14 0.1  15 0.1

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  2,458 2,220 2,031 

(2）長期貸付金  143 125 137 

(3）その他  972 234 969 

貸倒引当金  △982 △245 △982 

投資その他の資産合計   2,593 9.8 2,334 10.0  2,156 8.6

固定資産合計   8,375 31.6 7,753 33.3  7,761 31.0

Ⅲ 繰延資産   2 0.0 － －  － －

資産合計   26,481 100.0 23,275 100.0  25,041 100.0
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前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形  2,628 2,376 3,243 

２．買掛金  853 682 821 

３．短期借入金  2,840 － 1,320 

４．未払法人税等  5 5 10 

５．賞与引当金  155 126 123 

６．その他 ※３ 269 480 383 

流動負債合計   6,751 25.5 3,670 15.8  5,902 23.6

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金  286 283 270 

２．その他  44 48 41 

固定負債合計   330 1.2 332 1.4  311 1.2

負債合計   7,082 26.7 4,002 17.2  6,213 24.8

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   10,599 40.0 10,599 45.5  10,599 42.3

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  4,138 4,138 4,138 

２．その他資本剰余金  5,000 5,000 5,000 

資本剰余金合計   9,138 34.5 9,138 39.3  9,138 36.5

Ⅲ 利益剰余金    

中間未処分利益又は中間
(当期)未処理損失(△) 

 142 △120 △135 

利益剰余金合計   142 0.6 △120 △0.5  △135 △0.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金   △477 △1.8 △52 △0.2  △575 △2.3

Ⅴ 自己株式   △3 △0.0 △292 △1.3  △199 △0.8

資本合計   19,398 73.3 19,272 82.8  18,827 75.2

負債・資本合計   26,481 100.0 23,275 100.0  25,041 100.0
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自平成14年４月１日 
至平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自平成15年４月１日 
至平成15年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自平成14年４月１日 
至平成15年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   6,830 100.0 7,350 100.0  14,194 100.0

Ⅱ 売上原価   6,589 96.5 6,581 89.5  13,279 93.6

売上総利益   240 3.5 768 10.5  915 6.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費   609 8.9 620 8.5  1,175 8.3

営業利益又は営業損失(△)   △369 △5.4 148 2.0  △260 △1.9

Ⅳ 営業外収益 ※１  158 2.3 63 0.9  216 1.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  72 1.0 47 0.7  122 0.8

経常利益又は経常損失(△)   △283 △4.1 164 2.2  △166 △1.2

Ⅵ 特別利益 ※３  16 0.2 113 1.6  22 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４  422 6.2 257 3.5  818 5.8

税引前中間純利益又は税引
前中間(当期)純損失(△) 

  △688 △10.1 20 0.3  △962 △6.8

法人税、住民税及び事業税   5 0.1 5 0.1  10 0.1

中間純利益又は中間(当期)
純損失(△) 

  △693 △10.2 15 0.2  △972 △6.9

前期繰越利益又は前期繰越
損失（△） 

  836 △135  836

中間未処分利益又は中間
(当期)未処理損失(△) 

  142 △120  △135
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式

同左 

子会社株式及び関連会社株式

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物   15年～38年 

 機械装置 10年 

同左 同左 

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

同左 同左 
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前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額を計上してお

ります。 

同左 同左 

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（2,086百万円）については、

15年による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（2,086百万円）については、

15年による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

 



－  － 

 

 

37

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

５．重要なヘッジ会計の方法 ────── ────── 

(1）ヘッジ会計の方法   

 為替予約について振当処理の

要件を満たしているため、振当

処理を行っております。 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象   

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨建金銭債権債

務 

 

 

 

(3）ヘッジ方針   

 社内管理規定に基づき為替変

動リスクを回避する目的で行っ

ております。 

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法   

 為替予約の締結時に、リスク

管理方針に従って、米貨建によ

る同一金額で同一期日の為替予

約をそれぞれ振当てているた

め、その後の為替相場の変動に

よる相関関係は完全に確保され

ているので中間決算日における

有効性の評価を省略しておりま

す。 

  

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理方法 (1）消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税は税抜方

式によっております。 

同左 同左 

  (2）自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準 

   「自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準」（企

業会計基準第１号）が平成14年

４月１日以後に適用されること

になったことに伴い、当事業年

度から同会計基準によっており

ます。これによる当事業年度の

損益に与える影響は軽微であり

ます。 

 なお、財務諸表等規則の改正

により、当事業年度における貸

借対照表の資本の部について

は、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。 
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前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

  (3）１株当たり情報 

   「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準

第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針

第４号）が平成14年４月１日以

後開始する事業年度に係る財務

諸表から適用されることになっ

たことに伴い、当事業年度から

同会計基準によっております。

これによる当事業年度の損益に

与える影響は、ありません。 

 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当中間期から「自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会計基

準」(企業会計基準第１号)を適用

しております。これによる当中間

期の損益に与える影響は軽微であ

ります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間期における中間

貸借対照表の資本の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

 これに伴い、前中間期において

資産の部に計上しておりました

「自己株式」(流動資産０百万円)

は、当中間期末においては資本に

対する控除項目としております。 

────── ────── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度末 
（平成15年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額       13,297百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額       13,614百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額       13,393百万円

 ２．  ──────  ２．受取手形割引高 2,067百万円  ２．  ────── 

※３．消費税等に係る表示 

 仮払消費税等と仮受消費税等

を相殺し流動負債「その他」に

含めて表示しております。 

※３．消費税等に係る表示 

同左 

※３．  ────── 

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの
 

受取利息 4百万円 

受取配当金 10 

賃貸料 38 

受取保険金 65 

受取補償金 30 
  

 
受取利息 1百万円

受取配当金 10 

賃貸料 41 

受取保険金 6 

  
  

 
受取利息 6百万円

受取配当金 15 

賃貸料 80 

受取保険金 68 

  
  

※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの
 

支払利息 11百万円 

賃貸資産費用 26 

売上割引 24 
  

 
支払利息 5百万円

賃貸資産費用 27 

売上割引 3 

手形売却損 8 
  

 
支払利息 19百万円

賃貸資産費用 54 

売上割引 34 
  

※３．  ────── ※３．特別利益のうち重要なもの ※３．  ────── 
 

  

  

 
投資有価証券 
売却益 

104百万円

  

 

 

  
※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの 
 

投資有価証券 
評価損 

422百万円 

  

 
たな卸資産 
評価損 

204百万円

製品補償費 34 

  

 
投資有価証券 
評価損 

757百万円

たな卸資産 
評価損 

52 

     
 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 
 

有形固定資産 305百万円 

無形固定資産 2 
  

 
有形固定資産 271百万円

無形固定資産 3 
  

 
有形固定資産 630百万円

無形固定資産 6 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置  30  12 18 

有形固定資
産・その他 

 120  99 21 

無形固定資
産 

 51  47 3 

合計  203  159 43 

  

 

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置 30 17 13

有形固定資
産・その他

62 28 34

無形固定資
産 

23 11 11

合計 116 57 59

  

 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置  34  17 17

有形固定資
産・その他 

 128  104 24

無形固定資
産 

 51  49 1

合計  214  170 43

  
 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 16百万円 

１年超 26 

合計 43百万円 

  

 

１年内 18百万円

１年超 40 

合計 59百万円

  

 

１年内 14百万円

１年超 29 

合計 43百万円

  
 なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高の有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高の有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 17百万円 

減価償却費相当額 17 

  

 

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9 

  

 

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 28 

  
４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 
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（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 

 

（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 217.96円 

１株当たり中間純損失 7.80円 
  

────── 
 
１株当たり純資産額 215.51円

１株当たり当期純損失 10.97円
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失が計上されているため記

載しておりません。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

（追加情報） 

 当中間会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。なお、

これによる影響は軽微であります。 

  当事業年度から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

（注） １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日
 至 平成14年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日
 至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日
 至 平成15年３月31日)

中間(当期)純損失(百万円) 693 － 972 

普通株主に帰属しない金額(百万
円) 

－ － － 

普通株式に係る中間(当期)純損失
(百万円) 

693 － 972 

期中平均株式数(千株) 89,005 － 88,636 

（注）  当中間会計期間においては、中間連結財務諸表を作成しているため、１株当たり情報の記載を省略してお

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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第６【提出会社の参考情報】 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第100期）（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）平成15年６月30日関東財務局長に提

出 

(2）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成15年３月１日 至 平成15年３月31日）平成15年４月４日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年４月30日）平成15年５月６日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年５月１日 至 平成15年５月31日）平成15年６月３日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年６月１日 至 平成15年６月30日）平成15年７月２日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年７月１日 至 平成15年７月31日）平成15年８月５日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年８月１日 至 平成15年８月31日）平成15年９月４日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年９月１日 至 平成15年９月30日）平成15年10月８日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年10月１日 至 平成15年10月31日）平成15年11月４日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年11月１日 至 平成15年11月30日）平成15年12月２日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

 平成15年４月４日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)の規定に基づく臨時報告書であり

ます。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項はありません。 

 



 

 

 

中 間 監 査 報 告 書 

 

  平成14年12月20日

株式会社ツガミ   

 

 取締役社長 野口 光 殿  

 

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 飯塚 昇   印 

 

 関与社員  公認会計士 笛木 忠男  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ツガミの平成14年４月１日から平成15年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成14年４月１日

から平成14年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社については、中間監査実施基準

三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

 中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認めら

れる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されており、

また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大

蔵省令第24号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が株式会社ツガミ及び連結子会社の平成14年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が提出した半期報告書に綴り込まれた前中間連結会計期間の中間監

査報告書に記載された事項を電子化したものであります。 

 



 

 

 

独立監査人の中間監査報告書 

 

  平成15年12月10日

株式会社ツガミ   

 

 取締役会 御中  

 

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 飯塚 昇   印 

 

 関与社員  公認会計士 笛木 忠男  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ツガミの平成15年４月１日から平成16年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成15年４月１日

から平成15年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ツガミ及び連結子会社の平成15年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 

 



 

 

 

中 間 監 査 報 告 書 

 

  平成14年12月20日

株式会社ツガミ   

 

 取締役社長 野口 光 殿  

 

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 飯塚 昇   印 

 

 関与社員  公認会計士 笛木 忠男  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ツガミの平成14年４月１日から平成15年３月31日までの第100期事業年度の中間会計期間（平成14年４月１日

から平成14年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

 中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる

中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中間財

務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）の定

めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が株式会社ツガミの平成14年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が提出した半期報告書に綴り込まれた前中間会計期間の中間監査報

告書に記載された事項を電子化したものであります。 

 



 

 

 

独立監査人の中間監査報告書 

 

  平成15年12月10日

株式会社ツガミ   

 

 取締役会 御中  

 

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 飯塚 昇   印 

 

 関与社員  公認会計士 笛木 忠男  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ツガミの平成15年４月１日から平成16年３月31日までの第101期事業年度の中間会計期間（平成15年４月１日

から平成15年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ツガミの平成15年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成15年４月

１日から平成15年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 

 


